
令和８年度事業計画 

 

１．活動基本方針 

公共嘱託登記制度が発足してから 40 年が経過し、当協会は公益社団法人として、

官公署による不動産の表示に関する登記業務を支援し、公共事業の円滑な推進と不

動産登記制度の適正な運用に寄与してまいりました。 

昨年は我が国において初の女性首相が誕生し、「強い経済の実現」を掲げた新た

な国政運営が始まるなど、大きな時代の転換点を迎えました。一方で、国際情勢の

不安定化や地政学的リスクの高まりによる原油価格の上昇や物価高騰など、社会経

済環境は依然として先行き不透明な状況が続いております。 

また、頻発・激甚化する自然災害への対応、社会資本の維持管理及び更新需要の

増加などにより、公共事業に求められる役割はますます重要となっております。そ

の一方で、法務局地図作成事業をはじめとする公共事業の受託環境は大きな転換期

を迎えており、従来にも増して高い技術力、組織力及び対応力が求められています。 

このような状況の中、当協会は公共嘱託登記業務の専門機関として、官公署から

の信頼に応えるため、業務品質の維持向上と受託体制の強化に努めるとともに、社

員一人ひとりの技術研鑽及び知識向上を推進してまいります。 

特に、GNSS 測量機器を利用するなど、新たな技術に関する研修や体験機会の充実

を図り、時代の変化に対応できる人材の育成に取り組みます。また、社員相互の情

報共有及び連携を強化し、組織力の向上と次世代を担う人材の育成に努めます。 

さらに、法務局地図作成事業をはじめとする公共事業への積極的な参画を通じて、

公共の利益の増進と不動産登記制度の適正な運用に寄与するとともに、公益法人と

しての社会的責務を果たしてまいります。 

おわりに、役員及び社員が一丸となり、市民及び官公署からより一層信頼される

協会を目指し、各種事業の推進に取り組んでまいります。 

 

２．事業計画 

①公共嘱託事業に関する受託事業 

 公共嘱託登記等受託業務の実施 

 登記測量業務の分離発注方式の支援 

 狭あい道路拡幅整備事業について官公署への提案 

 道路内民地等未処理案件についての対応 

 官民境界確定補助業務について官公署への提案 

 災害復興関連業務についての研究、官公署への提案 

 



②地図整備の促進に係る事業 

 法務局備付地図作成作業 

 国土調査（地籍調査）一筆地調査業務（御殿場市、沼津市、南伊豆町） 

 法務局備付地図作成作業の受託体制強化のための活動・支援 

 地籍調査事業の受託体制強化のための活動・地区との協働 

 国土調査法第１９条第５項適用事業の支援 

 

③公共基準点設置に関わる事業 

 今後受託が予想される法務局備付地図作成作業地域における自主的公共基準

点の設置 

 公共基準点の亡失が多い地域への公共嘱託登記のための基準点の設置 

 

④不動産の権利の明確化啓発事業 

 学校等に対する出前授業の開催 

 ＰＲ用クリアファイルの作成 

 官公署、一般市民対象の研修会 

 ＷＥＢサイトを活用した啓発活動 

 ＷＥＢＧＩＳの活用に関する啓発活動 

 


